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1 総論 

 「経営戦略」策定の目的 

公営企業については、保有する資産の老朽化に伴う更新投資の増大、人口減少による料

金収入の減少等により、経営を取り巻く環境は大変厳しい状態であり、経営健全化の取り

組みが求められています。 

このような中、公営企業は住民生活に身近な社会資本を整備し、重要なサービスを提供

する役割を果たしており、将来にわたりサービスの提供を安定的に継続することが可能

となるように、総務省では中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定すること

を要請しています。（「公営企業の経営にあたっての留意事項について」（平成 26 年 8 月

29 日付け総財公第 107 号、総財営第 73 号、総財準第 83 号通知））。 

「経営戦略」は、各公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中

長期的な経営の基本計画です。その中心となる「投資・財務計画」は、施設・設備に関す

る投資の見直しを試算した計画（以下「投資試算」という。）と、財源の見通しを試算し

た計画（以下、「財源試算」という。）を構成要素とし、投資以外の経費も含めた上で、収

入と支出が均衡するよう調整した収支計画です。策定後もそれに基づく取り組みを毎年

度、進捗管理や計画と実績との乖離検証、その結果を踏まえた定期的な見直しを行うこと

により、経営基盤強化と財政マネジメント向上に資する重要なツールです。この策定過程

において、経営状況等の「見える化」を図ることで経営健全化に向けた議会、住民との議

論の契機となるものです。そのため、将来にわたり公営企業として事業を継続していく場

合には、地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）の規定の全部又は一部（財務規定

等）の適用の如何や業種の別に関わらず全ての事業において、その特質に応じた「経営戦

略」の策定が求められています。 

以上のことから、総務省が公表した「経営戦略策定・改定ガイドライン」（以下、「ガイ

ドライン」という。）及び「経営戦略策定・改定マニュアル」（以下、「マニュアル」とい

う。）に即した「玉村町水道事業経営戦略」を策定します。 
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 経営戦略に関する基本的な考え方 

経営戦略の中心となる「投資・財政計画」は、「投資試算」と「財源試算」で構成され、

投資以外の経費も含めた上で、収入と支出が均衡するように調整した中長期の収支計画

です。 

また、経営戦略には、組織の効率化、人材育成や広域化、PPP/PFI 等の効率化・経営

健全化の取り組みについて、その方針を記載することが求められています。 

したがって、策定に当たり以下に示す事項を基本的な考え方とします。 

 

 

 

 

  

経営戦略に関する基本的な考え方 

 

○事業及び地域の現状と課題、これらの将来見通しを踏まえたものとします。 

○「投資試算」や「財源試算」を踏まえ、中長期的な視点から経営基盤の強化
等に取り組むことができるように、「投資・財政計画」の期間は 10 年以上
とします。 

○計画期間内の収支均衡を図ります。 

○必要な効率化・経営健全化のための取り組み方針を示します。 

○策定後は進捗管理や見直しのサイクルを働かせ、改定時はより質の高い「経
営戦略」にします。 
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 経営戦略の策定フロー 

 

 

 

 

図 1-3-1 経営戦略策定フロー

START

１．目的・考え方の整理

２．事業概要

３．現状と課題
●水需要の予測

●料金収入の見通し

４．経営の基本方針の検討
●基本方針
●計画期間

５．投資・財政計画の策定
●整備計画の整理
●資本的収支予測
●収益的収支予測

●投資・財政計画の策定

6．事後検証、更新等に関する事項の検討

END
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2 事業概要 

本町の水道事業の概要を以下に示します。 

 

 事業の現況（令和２年（2020 年）3 月 31 日現在） 

①給水 

本町の水道事業認可日は昭和 49 年 3 月となっており、一部供用が開始されたのは

昭和 51 年 4 月です。 

○供用開始年月日………………昭和 51 年４月１日 

○地方公営企業法の適用………全部適用 

○計画給水人口…………………42,000 人 

○現在給水人口…………………36,270 人 

○有収水量密度（※）…………………1.62 千㎡／ha 

    ※有収水量密度：給水区域面積１ha 当たりの年間有収水量 

 

②施設 

本町では、現在浄水場を 1 か所、配水池を 3 か所保有しており、水源は地下水をは

じめ、県からの受水も行っています。 

○水源……………………地下水（深井戸：９か所）、受水（県央第二水道） 

○施設数…………………浄水場設置数：1 か所 

配水池設置数：3 か所 

○施設能力………………19,700㎥／日 

○管路延長………………274.27 千ｍ 

○施設利用率……………65.9％ 

 

③料金 

○料金体系の概要・考え方 

本町の水道料金については、定額料金（基本料金）と従量料金（超過料金）を組み合

わせた二部料金制を採用しており、基本水量部分は定額料金、基本水量を超過する部分

は口径を問わず１㎥につき一律の超過料金を設定しています。 

 

表 2-1-1 料金表（1 か月計算 税抜額） 

専用 料金用途 基本料金（1 カ月につき） 超過料金 1 立法 

メートルにつき 水量 料金 

一般用 使用水量 8 立法メートルまで 700 円 118 円 

臨時用 使用水量 10 立法メートルまで 3,000 円 200 円 
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附記 

(1) 一般用とは、家事用及び営業用等で次の各号以外の用に水道を使用する場合をいう。 

(2) 臨時用とは、工事その他の理由により、原則として 6 月以内に水道を使用する場合をいう。 

 

○料金改定年月日…………………………平成 17 年 4 月 1 日 

（消費税のみの改定は含まない） 

 

④組織 

本町の水道事業については、水道料金の徴収、公金の出納事務、予算・決算・財政計

画及び水道事業の庶務に関することを上水道庶務係が担当しています。 

また、水道施設の建設改良及び維持管理並びに整備計画、水質管理等に関することを

上水道工務係が担当しています。なお、窓口・料金徴収業務及び施設維持管理業務の一

部は民間委託を活用し、事業運営を行っています。 

 

図 2-1-1 玉村町上下水道課組織図 

 

 

  

上下水道課

上水道庶務係 上水道工務係 下水道庶務係 下水道工務係

（係長１）   （※係長１）（担当２） 

         ※水道技術管理者 

（課長１） 
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 これまでの主な経営健全化の取組 

（１）民間活力等の導入 

水道施設管理業務をはじめ、町内全域の検針・料金収納・水道開閉栓業務などの業

務委託を実施しており、業務の効率化と経費削減を図っています。 

 

（２）人件費の削減 

業務の委託化の進捗に伴い職員の定員削減を行い、平成１８年度（２００６年度）

に９人いた職員を、令和２年度（２０２０年度）現在５人まで削減しました。４人の

定員削減により、人件費の抑制を図りました。 

 

（３）広域化の検討 

「群馬県水道ビジョンの策定に係る広域連携検討会」に参加し、近接する事業体と

協調しながら、さらなる広域化や業務の共同化などの方法を検討しています（玉村町

は県央ブロックに所属しています。）。 

 

 経営比較分析表 

（１）総括事項・水道事業の情報 

本町の水道事業については、経常収支比率や料金回収率は他の類似団体と比較すると数

値が高くなっており、近年の経営状況については良好といえます。しかし、給水人口の減

少を踏まえた今後の水需要動向により、施設規模の見直しの検討が必要です。 

また、料金回収率は 100%を超え、経営に必要な経費を料金で賄えることができている

ものの、企業債残高給水収益比率が類似団体平均を上回っていることからわかるように、

老朽管更新工事等の費用を企業債の借入れにより賄っている部分があるため、今後の財政

収支については、これらのことを踏まえた検討が必要となっています。 

 

表 2-3-1 玉村町水道事業の情報（経営比較分析表） 

 

 
 ※類似団体区分（A5）：給水人口が３万人以上５万人未満で、有収水量密度が全国平均以上 

- 59.17 99.90 2,320

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ3当たり家庭料金(円)

法適用 水道事業 末端給水事業 A5 非設置

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報

36,276 25.78 1,407.14

25.78 1,409.39

現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km 2)

36,334

人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

※ 
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（２）経営の状況について 

①経常収支比率 

給水収益や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をど

の程度賄えているかを表す指標で、高いほど良いとされています。本町は 100%以上

で推移していることから、収支は黒字であり、類似団体平均値と比較すると数値は上回

っています。 

 

  

図 2-3-1 経常収支比率の推移 

 

②累積欠損金比率 

経営状況の健全性を表しており、0%であることが望ましく、本町の累積欠損金比率

は 0%であり、健全な状態です。 

 

 

図 2-3-2 累積欠損金比率の推移 
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③流動比率 

短期的な債務に対する支払能力を示す指標で、100%以上であることが必要です。本

町は類似団体平均値を上回っており、200%を超えて推移しているため、短期債務に対

する支払能力を充分に有しています。 

 

 

図 2-3-3 流動比率の推移 

 

④企業債残高対給水収益比率 

企業債残高の規模を表す指標で、より小さい方が好ましいとされています。本町は類

似団体平均値を上回っており、建設投資の財源を借入れに頼っている状況です。 

 

 

図 2-3-4 企業債残高対給水収益比率の推移 
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⑤料金回収率 

給水収益で給水に係る費用が賄えているかを示す指標で、100%以上であることが

必要です。本町は 100%以上で類似団体平均値を上回っており、給水に必要な費用を

給水収益で賄えている状況にあります。 

 

 

図 2-3-5 料金回収率の推移 

 

⑥給水原価 

有収水量 1m3あたりについて、どれだけの費用がかかっているかを示す指標です。

給水原価は安い方が望ましいとされていますが、大規模な修繕等を行った場合は高く

なります。 

本町は類似団体平均値を下回っており、給水にかかる費用は低い傾向にあります。 

 

 

図 2-3-6 給水原価の推移 
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⑦施設利用率 

施設の利用状況や適正規模を判断する指標で、数値が大きいほど効率よく水道施設

が利用されていることを示しています。本町は類似団体平均値を上回っていますが、今

後も効率的な運営を行っていく必要があります。 

 

 

図 2-3-7 施設利用率の推移 

 

⑧有収率 

水道施設を通して供給される水量が、どの程度収益につながっているかを表す指標

で、100%に近いほど良いとされています。本町は類似団体平均値を上回っています

が、今後もさらなる漏水対策や計画的な管路の更新が必要です。 

 

 

図 2-3-8 有収率の推移 
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（３）老朽化の状況について 

①有形固定資産減価償却率 

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、

数値が高いほど法定耐用年数に近い資産が多いことを示しています。 

本町は類似団体平均値を上回っており、今後も計画的に施設の更新を行う必要があ

ります。 

 

 

図 2-3-9 有形固定資産減価償却率の推移 

 

②管路経年化率 

法定耐用年数を超える管路延長の割合を示す指標で、数値が高いほど法定耐用年数

を経過した管路を多く保有していることを示しています。本町は類似団体平均値を上

回っており、一層の効率的・計画的な更新が必要であるといえます。 

 

 

図 2-3-10 管路経年化率の推移 
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③管路更新率 

管路が適切に更新されているかを判断する指標で、高い方が良いとされています。 

本町は類似団体平均値を上回っていますが、今後もさらなる計画的・効率的な管路更

新が行えるように努める必要があります。 

 

 

図 2-3-11 管路更新率の推移 

 

  

② 
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3 現状と課題 

水道施設は、欠くことのできない重要な生活基盤となる施設です。今後増大する老朽化

した各施設の更新費用等を考慮すると、財源の源となる水需要を予想し、料金収入の見通

し等を検討する必要があります。 

 

 行政人口の推移 

本町の行政人口は、少子高齢化の急速な進展に伴い以下に示すとおり減少傾向となって

おり、直近の令和元年は 36,312 人となっています。 

 

表 3-1-1 行政人口の推移 

 

 

 

図 3-1-1 行政人口の推移  

単位 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

年
H22

(2010)

H23

(2011)

H24

(2012)

H25

(2013)

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

R1

(2019)

行政人口 人 37,547 37,412 37,198 37,101 36,958 36,825 36,678 36,435 36,467 36,312

項　目

30,000

32,000

34,000

36,000

38,000

40,000

H22

(2010)

H23

(2011)

H24

(2012)

H25

(2013)

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

R1

(2019)

人

口

（
人

）

和暦・西暦(年)
行政人口



 3.現状と課題 

   

3－2 

 

 行政人口の見通し 

本検討においては以下に示す予測結果から将来人口を見通すこととします。 

 

①令和元年度に見直しを行った第２期玉村町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン 

による予測 

②全国の人口予測を行っている「国立社会保障・人口問題研究所」（以降「社人研」とい

う。）による予測 

③直近の行政人口の推移を基に行った数学的手法による予測（一次回帰、二次曲線、ロ

ジスティック曲線、指数曲線を採用） 

 

以下の表及び図に①～③の行政人口の予測結果を示します。 

 

表 3-2-1 行政人口の予測 

（単位：人）    

 

 
 

 

図 3-2-1 行政人口の予測  

令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

35,824 34,966 34,041 32,843 31,319 29,578

35,438 34,034 32,441 30,596 28,486 26,219

一次回帰 36,087 35,363 34,639 33,915 33,191 32,467

二次曲線 36,367 36,168 36,232 36,557 37,146 37,997

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ曲線 34,890 30,826 23,635 14,688 7,386 3,214

項目

予測

①第2期玉村町まち・ひと・しごと

　創生人口ビジョン

②社人研

③数学的手法
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人

口

（
人

）

和暦・西暦（年）

過年度実績

第2期玉村町まち・ひと・

しごと創生人口ビジョン

②社人研の予測

③数学的手法

（一次回帰）

③数学的手法

（二次曲線）

③数学的手法

（ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ曲線）
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各予測結果を見てみると、③数学的手法の二次曲線以外は減少傾向をみせています。①

の将来人口予測や②社人研予測では、コーホート要因法を用いた人口予測を行っており、

コーホート要因法は、少子高齢化による人口減少等を考慮した将来人口推計において有効

な手段とされています。さらに①の将来人口予測では、子育てしやすいまちづくりを進め、

2050 年を目処に合計特殊出生率を 2.10 まで上昇させる・雇用の場を創出するとともに

転出を抑制、転入を促すといった継続的な社会増を目指すことを目標とした「人口ビジョ

ン」の施策を勘案した予測結果です。 

以上のことから、将来行政人口については①の将来人口予測結果を採用します。 

 

以下に本検討における将来行政人口予測結果（採用値）を示します。 

 

表 3-2-2 行政人口の見通し 
（単位：人） 

 
※1：第 2 期玉村町まち・ひと・しごと創生人口ビジョンの予測結果を採用 

※2：中間年次は直線式により補間 

 

 

図 3-2-2 行政人口の見通し 

  

実績

令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 令和9年 令和10年 令和11年 令和12年

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年

行政人口 36,312 35,824 35,652 35,480 35,308 35,136 34,966 34,781 34,596 34,411 34,226 34,041
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 給水人口と普及率の予測 

水道経営戦略に関わる人口は給水人口です。 

基本計画における給水人口に関しては、以下のように算定を行います。 

  

・本町の上水道事業の給水区域は、行政区域内全域であるため、行政区域内人口と給

水区域内人口は同じとなります。 

 

給水区域内人口＝行政区域内人口 

 

・給水人口は、給水区域内人口に給水普及率を乗じて算出します。給水普及率は、令

和元年時点で 99.9％であるため、今後は 100％として設定します。 

 

給水区域内人口＝給水人口 

 

表 3-3-1 給水人口と給水普及率の予測 

 

 

 

図 3-3-1 給水人口と給水普及率の予測 

 

実績をみると、普及率はほぼ 100％に達しており、今後もそれが維持され、大きな変化

はないと考えられます。 

給水人口については、行政区域内人口の減少に伴い給水人口も減少傾向になり、令和 12

年には 34,041 人になると予想されます。  

実績

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

給水人口 人 36,312 35,824 35,652 35,480 35,308 35,136 34,966 34,781 34,596 34,411 34,226 34,041

給水普及率 ％ 99.9% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

項目 単位
予測
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 水需要の予測 

本検討では、将来の水需要についての予測を行います。本町の水需要について、以下の

手順で算出します。 

 

１人当たりの年間総有収水量を算出し、前項で予測した現在給水人口に乗じて年間総有

収水量の推計を行います。また、年間総配水量については、有収率から算出するものとし、

その有収率は過年度の数値に若干のばらつきがあることから、直近３年の平均値を用いる

こととしました。年間総有収水量の予測結果は、以下のとおりです。 

 

○１人１年当たりの有収水量（令和元年） 

4,168,025 m3 ÷ 36,312 人 ＝ 114.78 ｍ3／人 

○直近３年の平均有収率 

（87.59+86.76+86.87） ÷ ３ ＝ 87.07 ％ 

 

 

表 3-4-１ 水需要の予測（年間当たり） 

 

 

図 3-4-１ 水需要の予測（年間当たり） 

 

水需要の推移は、上記の表のとおりです。 

有収水量は給水人口の減少に伴い、減少傾向をみせています。今後については、給水人

口が増加に転じない限り、この傾向は続いていくと推測されます。 

  

実績

令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 令和9年 令和10年 令和11年 令和12年

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年

人 36,312 35,824 35,652 35,480 35,308 35,136 34,966 34,781 34,596 34,411 34,226 34,041

㎥/人/年

千㎥ 4,168 4,112 4,092 4,072 4,053 4,033 4,013 3,992 3,971 3,950 3,928 3,907

千㎥ 4,787 4,723 4,700 4,677 4,655 4,632 4,609 4,585 4,561 4,537 4,511 4,487
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総配水量

項目 単位

予　　　測

給水人口

1人1年当たりの有収水量 114.78（※令和元年の年間有収水量÷給水人口）
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 料金収入の推移と見通し 

（１）料金収入の現状 

過去５年間の有収水量及び給水収益については、以下のとおり減少傾向を見せています。 

 

表 3-5-1 年間有収水量及び給水収益の推移 

 

 

 

図 3-5-1 年間有収水量及び給水収益の推移 

 

料金収入については、令和元年度で約 4 億６千 6 百万円となっています。年間の料金収

入を年間有収水量で除した実質の平均単価は、以下に示すとおり 111.8 円/㎥となってい

ます。 

 

○実質平均単価： 466,052 千円  ÷  4,168 千㎥ ≒ 111.8 円/㎥ 

         （Ｒ１年間料金収入）  （Ｒ１年間有収水量） 

 

（２）料金収入の見通し 

料金改定を行わない場合の見通しとして、上記実質平均単価を固定し、前項で検討した

有収水量に乗ずることで料金収入の推計を行います。 

推計の結果、有収水量の減少に合わせて料金収入も減少するといった傾向がみられ、今

後の施設等の更新需要も鑑みると、定期的に料金改定を行うなどの対応策を検討すべきで

あると考えられます。 

表 3-5-2 料金収入の見通し 

 

H27 H28 H29 H30 R1

千㎥ 4,376 4,365 4,326 4,227 4,168

千円 489,723 488,569 484,172 472,558 466,052給水収益
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図 3-5-2 料金収入の見通し 

 

 企業債の見通し 

（１）企業債残高の現状 

企業債残高（既発債分）は、令和元年末で約 20 億１千万円であり、今後、起債の借り

入れを行わない場合は、以下のとおり計画期間内では減少傾向となります。 

 

表 3-6-1 企業債残高の見通し 

 

 

図 3-6-1 企業債残高の見通し 

 

（２）企業債償還金の現状 

企業債の償還金（既発債分）は、今後、起債の借り入れを行わない場合は、令和３年

度をピークに、次頁のとおり計画期間内では減少傾向となります。 
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表 3-6-2 企業債元金及び利子の見通し 

 

 

 

図 3-6-2 企業債元金及び利子の見通し 

 

 施設の見通し 

本町の上水道事業は、事業認可を受けたのが昭和 49 年、供用開始が昭和 51 年です。

最も古い施設は、供用開始から 40 年以上経過しており、耐用年数を超過しています。今

後耐用年数を超過する施設に対する点検・調査事業や修繕・改築事業の増加が想定されま

す。 

 

（１）浄水場の現状 

本町の浄水場は、昭和 51 年に運用を開始し 44 年を経過しており、浄水施設及び配水

施設ともに経年化が進行しています。 

 

（２）配水管路の現状 

令和元年度末の管種別配管延長及び構成比は、次頁の表のとおりです。 

全体の割合を見ると硬質塩化ビニル管が最も使用されており、続いてダクタイル鋳鉄管

が使用されています。 

  

項目 単位 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

元金 千円 139,181 135,428 113,325 92,226 81,023 74,523 69,510 66,754 65,440 64,692
利子 千円 27,810 23,446 19,565 16,887 15,038 13,736 12,618 11,624 10,682 9,766
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表 3-7-1 管種別管路延長及び構成比 

管 種 

導水管（φ250mm 以上） 配水本管（φ200mm 以上） 配水支管（φ150mm 以下） 

延長 構成比 延長 構成比 延長 構成比 

ダクタイル鋳鉄管（耐震菅） 78m 2.0% 7,397m 18.7% 6,036m 2.6% 

ダクタイル鋳鉄管（非耐震菅） 1,112m 27.9% 23,757m 60.2% 41,143m 18.1% 

配水用ポリエチレン管 53m 1.3% 78m 0.2% 19,932m 8.8% 

硬質塩化ビニル管 2,512m 63.1% 4,028m 10.2% 150,067m 65.8% 

石綿セメント管 92m 2.3% 3,227m 8.2% 5,040m 2.2% 

その他 137m 3.4% 1,003m 2.5% 5,710m 2.5% 

合 計 3,984m 100.0% 39,490m 100.0% 227,928m 100.0% 

 

現在、更新時には、耐震管であるダクタイル鋳鉄管と配水用ポリエチレン管を使用して

いるため、耐震管の割合は年々増加していますが、更新が必要な管路も多いため、今後も

多額の更新費用が必要となります。 

 

（３）耐震化の現状 

本町の施設の耐震化状況については、耐震化率について全国平均と比較すると、浄水施

設、配水池及び配水管路ともに大きく下回っており、早急な対策が必要です。 

 

 組織の見通し 

（１）適正な職員配置について 

本町の水道事業の職員数はピーク時の９人から５人まで減少しています。これ以上の人

員削減は難しいため、今後の更新事業の増加に備え、経験や技術を継承していけるような

体制づくりを進めていく必要があります。経験年数の長い職員を継続して確保していくと

ともに、定型的な日常業務を委託することにより、効率的な職員配置を目指します。 

 

（２）組織の運営について 

職務にあたる際に必要となる専門的な能力や技術に関しては、それらを早期に明確化し、

既存職員が培ってきたノウハウを継承していくとともに、民間活力の活用等を通して、職

員の意識改革も同時に推進していき、継続的な組織運営を図っていく必要があります。 

施設の老朽化や劣化による対応や維持管理といった事業や、それに向けたストックマ

ネジメントやアセットマネジメント等の計画事業が発生します。 

事業の運営管理に必要な体制を確保するため、技術力の継承・定着等も含め、適正な

執行体制を検討し、持続可能な事業体制の構築へ向け、人材育成を推進します。 
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2021 年から 2030 年までの 10 年間 

4 経営の基本方針の検討 

 基本方針 

本町の水道事業における経営の基本方針を以下のとおり設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 計画期間 

本計画では 10 年間を計画期間とし、今後の水道事業の経営状況や社会情勢の変化を確

認し、定期的な見直しを行うこととします。 

 

 

 

 

①合理的な事業投資 
 

今後、財政を圧迫するとみられる水道施設への点検・調査・改築など
の維持管理事業について、効率的に実施するための維持管理計画を策定
し、投資費用の縮減を図る。 

②安心で安全な水道事業の実現 
 
災害時の被害を最小限に抑えるため、水道施設の耐震化や大規模災害

発生時の事業運営体制の樹立等、総括的な災害対策に取り組み、安心で
安全な水道事業を実現する。 

③経営基盤の強化と安定化 
 
支出の抑制に努め、収入を安定的に確保するため、損益収支や料金設

定を見直し、水道経営基盤の強化に努める。また、住民には十分な機能
の継続と安定した水道サービスの提供を遂行する。 

④良質な事業体制の確立 
 

水道サービスを継続して供給するため、水道事業に関わる職員の確
保、コスト削減やクオリティの向上を目的とした組織体制を検討し、確
固たる事業体制を目指す。 
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5 投資・財政計画の策定 

 投資・財政計画の方針について 

（1）計画期間 

本項で示す各試算は、経営戦略計画期間である 2021 年から 2030 年までの 10 年分

とします。 

 

 収支計画のうち投資について 

（１）水道施設の事業計画の概要について 

①水源の更新について 

老朽化した水源を順次計画的に更新していくことで、平常時・緊急時における自己

水源を確保し、水の安定供給に資する予定です。 

 ②電気・発電・ポンプ設備の更新について 

設置個所の災害対策を含め、計画的な更新を実施していきます。 

③管路の更新について 

石綿セメント管が約 8km 残存していることや、年間漏水件数は、80 件前後で推移

しており、今後の老朽化により漏水件数及び漏水量が増加することが予想されます。  

配水管の耐震化率も全国平均を下回っているため、引き続き計画的な更新を実施し

ていきます。 

   

（２）投資試算 

支出の中心である投資については、計画期間である今後 10 年間で合理的・現実的に実

施すべきものを想定し、試算を行います。 

なお、管路の更新費用については、更新費用の単価設定を 100 千円／ｍとし、更新量

を 1.2km／年と想定し試算します。令和 3 年度（2021 年度）から令和 12 年度（2030

年度）の計画における実施事業は次表のとおりです。 

 

表 5-2-1 計画期間内の実施事業 

事業 実施年度 事業費計（単位：千円） 

水源更新（４か所） Ｒ７、Ｒ８ 610,000 

電気室・自家発電室・ポンプ室築造 Ｒ９、Ｒ１０、Ｒ１１ 1,160,000 

管路（重要給水管・老朽管）更新 Ｒ３～Ｒ１２の各年 1,310,000 

実施事業合計 3,080,000 

 

建設改良費の将来予測は次頁に示すとおりです。 
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表 5-2-２ 建設改良費の将来予測     （単位：千円） 

 

図 5-2-1 建設改良費の見通し 
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 収支計画のうち財源について 

水道事業は、料金収入をもって経営を行う独立採算制を基本原則としていることを踏

まえ、計画期間内に必要な財政負担を賄う財源試算を取りまとめます。 

なお、建設改良事業の財源については、国庫補助対象事業は国庫補助を活用するとと

もに、年度の事業費に応じて企業債による借入れを検討しています。 

 

（１）企業債 

令和３年度以降については、建設改良費における企業債の比率を設定し、それを基に

計上するものとします。 

 

表 5-３-１ 建設改良費における企業債比率   （単位:千円）      

項 目 ①企業債計上額 ②建設改良費 比率（①÷②） 

H29 の企業債 198,800 224,487 89％ 

H30 の企業債 148,000 163,679 90% 

R1 の企業債 140,700 195,266 72% 

R2 決算見込みの企業債 214,200 268,605 80％ 

上記比率の平均値 83％ 

 

上表のとおり、建設改良費における企業債の比率は、令和 2 年度決算見込み及び直近

3 ヵ年を平均すると 83％と大きくなっています。今後の債務状況等を勘案し、企業債

残高をできるだけ縮減していく方針とします。 

 

（２）国庫補助金 

国庫補助金は、現状の工事予定や更新状況を踏まえ、管路布設替工事費の概ね 10％

分に充当すると想定し、年間 10,000 千円を見込むものとします。 

 

（３）営業収益 

①料金収入 

令和３年度以降の料金収入については、3-5 で設定した見通し額を計上します。 

 

表 5-3-２ 料金収入の見通し 

 

    

②その他の収入 

   令和 2 年度予算書に計上されている数値を固定値として計上しました。 

 

単位 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12

千円 457,486 455,250 453,125 450,889 448,653 446,306 443,958 441,610 439,150 436,803

項目

料金収入
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（４）営業外収益 

  令和 2 年度予算書で計上されている数値をベースに、令和３年度以降については、

管路の更新に対し、今後交付が想定される補助金から算出した長期前受金戻入分を既

存の数値に上乗せし計上しました。 

 

図 5-3-1 長期前受金戻入の見通し 

 

（５）補填財源 

   資本的収支について発生する不足金は、前年度からの繰越金や、現金支出を伴わな

い減価償却費等の損益勘定留保資金、収益的収支の純利益を積立てた積立金（現金預

金）の取り崩し等により補填します。 

 

 収支計画のうち投資以外の経費 

収益的支出は、営業費用と営業外費用で構成されています。令和３年度以降の各項目の

費用について、以下のとおり計上しました。 

 

（１）営業費用 

① 職員給与費 

令和２年度決算見込みで計上した給料、手当の数値を固定値として計上しました。 

② 動力費 

動力費については、令和元年度の年間総配水量と動力費の実績から、動力費単価を

算出し、将来総配水量に乗じて算出しました。 

 

表 5-4-1 動力費の将来予測 

 

 

 

25,275
25,136

25,283 25,397
25,520 25,548

25,010
24,798

24,398 24,450

23,500

24,000

24,500

25,000

25,500

26,000

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

（
千
円
）

長期前受金戻入

実　　績

令和元年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 令和9年 令和10年 令和11年 令和12年

2019年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年

千㎥ 4,787 4,700 4,677 4,655 4,632 4,609 4,585 4,561 4,537 4,511 4,487

円/㎥

千円 38,854 38,070 37,884 37,706 37,519 37,333 37,139 36,944 36,750 36,539 36,345動力費

項　　目 単位

予　　　　　　測

総配水量

実質平均単価 8.1（※動力費÷令和元年の総配水量）

（単位：千円） 
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③ 修繕費 

令和 2 年度予算書で計上されている数値を固定値として計上しました。 

④ 委託料 

令和 2 年度予算書で計上されている数値をベースに、以下の年度で実施を予定して

いる調査・計画等の費用を上乗せし計上しました。 

 

表 5-4-2 委託費（調査・計画等） 

 

 

⑤ その他の支出 

   過去の決算等の実績により設定した数値を固定値として計上しました。 

⑥ 減価償却費 

既存の数値に加え、将来分について、各年度の建設改良費に応じた資産の取得額

と耐用年数を設定し、定額法を用いて算出し計上しました。 

 

図 5-4-1 減価償却費の将来予測 

 

以上により設定した営業費用を以下に示します。 

 

表 5-4-3 営業費用の将来予測 

 

項目 単位 R4 R5 R6 R7 R9 R12

調査費 千円 20,000 20,000

計画作成 千円 5,000 72,000 72,000 3,289 5,000 3,289

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

（
千
円
）

和暦(年)
減価償却費

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年

営業費用 433,570 454,646 523,729 506,191 441,567 454,657 467,386 464,787 494,435 528,083

職員給与費 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426

基本給 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648

その他 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778

経　　 　　費 257,546 282,360 349,182 328,995 260,098 256,615 261,420 256,226 256,015 259,110

動力費 38,070 37,884 37,706 37,519 37,333 37,139 36,944 36,750 36,539 36,345

修繕費 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384

その他 198,092 223,092 290,092 270,092 201,381 198,092 203,092 198,092 198,092 201,381

委託料 71,604 96,604 163,604 143,604 74,893 71,604 76,604 71,604 71,604 74,893

その他 126,488 126,488 126,488 126,488 126,488 126,488 126,488 126,488 126,488 126,488

減価償却費 144,598 140,860 143,121 145,770 150,043 166,616 174,540 177,135 206,994 237,547

項　　　目
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図 5-4-2 営業費用の将来予測 

 

（２）営業外費用 

①支払利息 

令和３年度以降については、建設改良費における企業債の比率を基に算出した企業

債の償還金利子について、新規借入分として設定し計上しました。 

 

  

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

（
千
円
）

和暦（年）

職員給与費 経費 減価償却費
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 投資・財政計画の策定 

（１）１０年後の目標財務数値を設定したケースでの試算 

下記のとおり 10 年後（計画期間満了時）の目標財務数値を設定し、それを基に建設

改良費における企業債の比率を設定します。 

 

 

企業債残高：18 億円 ／ 現金預金：2 億円 

※上記数値より、建設改良費における企業債の充当比率を 20％と設定 

 

以上により算出した企業債の将来予測を以下に示します。 

なお、企業債借入の条件については、償還期間３０年、元利均等方式、利率 1.0％、

据置期間５年間で設定しています。 

 

表 5-５-1 資本的収入における企業債の将来予測 

 

 

表 5-５-２ 企業債償還金（元金分）の将来予測 

 

 

 

図 5-５-1 起債償還費の将来予測 

 

なお、起債償還金については、既発債分に今後発生する企業債の償還分を加算して

計上します。算出結果を次頁に示します。 

  

単位 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

千円 26,200 26,200 26,200 26,200 98,200 76,200 54,200 142,200 114,200 26,200

項　目

企業債

項　　目 単位 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

企業債残高 千円 1,978,292 1,869,064 1,781,939 1,715,913 1,733,090 1,727,185 1,703,290 1,769,137 1,807,275 1,757,127

起債元金償還費 千円 139,181 135,428 113,325 92,226 81,023 82,105 78,095 76,353 76,062 76,348

起債利子償還費 千円 29,952 25,850 22,231 19,815 18,228 17,889 17,455 16,914 17,296 17,413

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

220,000

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

2,000,000

2,200,000

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

償
還
金
（
千
円
）

企
業
債
残
高
（
千
円
）

和暦（年）
企業債残高 起債元本償還費 起債利子償還費

10 年後の目標財務数値 
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① 収益的収支 

表 5-5-3 収益的収支の見通し 

 

収益的収支については、令和 5 年度で支出が収入を上回り損失となります。その後

令和 7 年度から令和 10 年度までは利益となるものの、令和 11 年度で再び損失とな

る結果となっています。 

  

（単位：千円，％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 504,905 481,822 479,586 477,461 475,225 472,989 470,642 468,294 465,946 463,486 461,139
(1) 468,739 457,486 455,250 453,125 450,889 448,653 446,306 443,958 441,610 439,150 436,803
(2) (B) 11,830 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336

２． 27,560 27,488 27,349 27,496 27,610 27,733 27,761 27,223 27,011 26,611 26,663
(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 25,347 25,275 25,136 25,283 25,397 25,520 25,548 25,010 24,798 24,398 24,450
(3) 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213

(C) 532,465 509,310 506,935 504,957 502,835 500,722 498,403 495,517 492,957 490,097 487,802
１． 430,449 433,570 454,646 523,729 506,191 441,567 454,657 467,386 464,787 494,435 528,083
(1) 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426

15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778
(2) 259,629 257,546 282,360 349,182 328,995 260,098 256,615 261,420 256,226 256,015 259,110

33,026 38,070 37,884 37,706 37,519 37,333 37,139 36,944 36,750 36,539 36,345
47,678 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
178,925 198,092 223,092 290,092 270,092 201,381 198,092 203,092 198,092 198,092 201,381

(3) 139,394 144,598 140,860 143,121 145,770 150,043 166,616 174,540 177,135 206,994 237,547
２． 32,345 29,952 25,850 22,231 19,815 18,228 17,889 17,455 16,914 17,296 17,413
(1) 32,345 29,952 25,850 22,231 19,815 18,228 17,889 17,455 16,914 17,296 17,413
(2) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 462,794 463,522 480,496 545,960 526,006 459,795 472,546 484,841 481,701 511,731 545,496
(E) 69,671 45,788 26,439 △ 41,003 △ 23,171 40,927 25,857 10,676 11,256 △ 21,634 △ 57,694
(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 812 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) △ 812 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

68,859 45,788 26,439 △ 41 ,003 △ 23 ,171 40,927 25,857 10,676 11,256 △ 21 ,634 △ 57 ,694

Ｒ4

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受託工事収益
そ の 他

本年度

営 業 収 益

Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8

そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

Ｒ3

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当年度 純利 益（ 又は 純損 失）

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

(E)+(H)

収

益

的

収

入

材 料 費

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
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② 資本的収支 

表 5-5-4 資本的収支の見通し 

 

資本的収支においては、収入が支出に不足する額を補塡財源で補っていくことにな

りますが、令和 8 年度から補塡財源が不足するという結果となりました。 

収益的収支の収支ギャップや資本的収支の補塡財源の不足を解決するため、料金改

定を見据えた経営シミュレーションを行いました。次頁にその結果を示します。 

 

  

（単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

１． 214,200 26,200 26,200 26,200 26,200 98,200 76,200 54,200 142,200 114,200 26,200

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 2,101 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 4,593 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 542 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 221,436 36,200 36,200 36,200 36,200 108,200 86,200 64,200 152,200 124,200 36,200

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 221,436 36,200 36,200 36,200 36,200 108,200 86,200 64,200 152,200 124,200 36,200

１． 268,605 131,000 131,000 131,000 131,000 491,000 381,000 271,000 711,000 571,000 131,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 139,006 139,181 135,428 113,325 92,226 81,023 82,105 78,095 76,353 76,062 76,348

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 1,919 4,556 4,556 4,556 4,556 4,556 4,556 4,556 4,556 4,556 4,556

(D) 409,530 274,737 270,984 248,881 227,782 576,579 467,661 353,651 791,909 651,618 211,904

(E) 188,094 238,537 234,784 212,681 191,582 468,379 381,461 289,451 639,709 527,418 175,704

１． 114,047 119,323 115,724 76,835 97,202 124,523 141,068 149,530 152,337 160,962 155,403

２． 0 45,788 26,439 0 0 40,927 25,857 10,676 11,256 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 74,047 73,426 92,621 135,846 94,380 302,929 68,520 0 0 0 0

(F) 188,094 238,537 234,784 212,681 191,582 468,379 235,445 160,206 163,593 160,962 155,403

0 0 0 0 0 0 146,016 129,245 476,116 366,456 20,301

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 2,091,273 1,978,292 1,869,064 1,781,939 1,715,913 1,733,090 1,727,185 1,703,290 1,769,137 1,807,275 1,757,127

○他会計繰入金

年　　　　　度

区　　　　　分

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

Ｒ12

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ11

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

Ｒ7 Ｒ10

計

そ の 他

Ｒ8 Ｒ9

合 計

Ｒ11

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

収 益 的 収 支 分

資 本 的 収 支 分

Ｒ4

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

Ｒ9Ｒ3本年度 Ｒ10 Ｒ12Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8
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表 5-5-5 料金改定を見据えた経営シミュレーション（収益的収支） 

 
 

 

図 5-5-2 料金改定を見据えた経営シミュレーション（収益的収支） 

 

シミュレーションの結果、使用料については、令和 6 年度に 30％程度の値上げ、そ

の後の令和 9 年度にさらに 20％程度の値上げを要すという結果になりました。 

これは、建設改良費に充当する企業債を削減したこと、水源等の更新事業に伴う建設

改良費の増大が主な要因となっています。それにより、資本的収支における収支ギャッ

プを解消するための補塡財源が不足し、収益的収支の利益分を充当する必要が生じまし

た。したがって、料金改定率については、資本的収支での補塡財源不足を解消可能な数

値を設定しています。 

千円 457,486 455,250 453,125 450,889 448,653 446,306 443,958 441,610 439,150 436,803

千㎥ 4,092 4,072 4,053 4,033 4,013 3,992 3,971 3,950 3,928 3,907

円/㎥ 111.8 111.8 111.8 111.8 145.3 145.3 145.3 174.4 174.4 174.4

－ 30.0% 20.0%

円/㎥ 111.8 111.8 111.8 145.3 145.3 145.3 174.4 174.4 174.4 174.4

（単位：千円，％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 504,905 481,822 479,586 477,461 610,331 607,425 604,374 716,878 713,216 709,379 705,717
(1) 468,739 457,486 455,250 453,125 585,995 583,089 580,038 692,542 688,880 685,043 681,381
(2) (B) 11,830
(3) 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336

２． 27,560 27,488 27,349 27,496 27,610 27,733 27,761 27,223 27,011 26,611 26,663
(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 25,347 25,275 25,136 25,283 25,397 25,520 25,548 25,010 24,798 24,398 24,450
(3) 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213

(C) 532,465 509,310 506,935 504,957 637,941 635,158 632,135 744,101 740,227 735,990 732,380
１． 430,449 433,570 454,646 523,729 506,191 441,567 454,657 467,386 464,787 494,435 528,083
(1) 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426

15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648

15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778
(2) 259,629 257,546 282,360 349,182 328,995 260,098 256,615 261,420 256,226 256,015 259,110

33,026 38,070 37,884 37,706 37,519 37,333 37,139 36,944 36,750 36,539 36,345
47,678 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384

178,925 198,092 223,092 290,092 270,092 201,381 198,092 203,092 198,092 198,092 201,381
(3) 139,394 144,598 140,860 143,121 145,770 150,043 166,616 174,540 177,135 206,994 237,547

２． 32,345 29,952 25,850 22,231 19,815 18,228 17,889 17,455 16,914 17,296 17,413
(1) 32,345 29,952 25,850 22,231 19,815 18,228 17,889 17,455 16,914 17,296 17,413
(2)

(D) 462,794 463,522 480,496 545,960 526,006 459,795 472,546 484,841 481,701 511,731 545,496
(E) 69,671 45,788 26,439 △ 41,003 111,935 175,363 159,589 259,260 258,526 224,259 186,884
(F)
(G) 812
(H) △ 812 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

68,859 45,788 26,439 △ 41,003 111,935 175,363 159,589 259,260 258,526 224,259 186,884

料 金 見 直 さ な い 場 合 の 見 通 し 額

有 収 水 量 見 通 し

平 均 単 価

料 金 改 定 率

改 定 後 平 均 単 価

Ｒ5

当 年 度 純利 益（ 又は 純損 失） (E)+(H)

収

益

的

収

入

特 別 損 益 (F)-(G)

材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
そ の 他

収

益

的

収

支

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

収 入 計
そ の 他

Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11

営 業 外 収 益

Ｒ12

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収
そ の 他

本年度 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8

5.1 5.1 5.0

6.4 6.4 6.3

7.4 7.4 7.4 7.3

4.6 4.8

5.5
5.3

4.6 4.7 4.8 4.8
5.1

5.5

0.5 0.3
-0.4

1.1
1.8 1.6

2.6 2.6 2.2 1.9

0.7 0.3

1.4
3.2

4.8

7.4

10.0

12.2

14.1

-2.0

2.0

6.0

10.0

14.0

18.0

22.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

損
益
（
億
円
）

収
益
的
収
支
（
億
円
）

（年度）

収入 支出（特別損失を含む） 純損益 純損益累計額
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表 5-5-6  料金改定を見据えた経営シミュレーション（資本的収支）

 

 

図 5-5-3 料金改定を見据えた経営シミュレーション（資本的収支） 

 

企業債借り入れの削減と更新事業の実施により、補塡財源のうち収益的収支の利益余

剰金や現金預金の割合が大きくなります。 

  

（単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

１． 214,200 26,200 26,200 26,200 26,200 98,200 76,200 54,200 142,200 114,200 26,200

２．

３． 2,101

４．

５．

６． 4,593 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

７．

８．

９． 542

(A) 221,436 36,200 36,200 36,200 36,200 108,200 86,200 64,200 152,200 124,200 36,200

(B)

(C) 221,436 36,200 36,200 36,200 36,200 108,200 86,200 64,200 152,200 124,200 36,200

１． 268,605 131,000 131,000 131,000 131,000 491,000 381,000 271,000 711,000 571,000 131,000

２． 139,006 139,181 135,428 113,325 92,226 81,023 82,105 78,095 76,353 76,062 76,348

３．

４．

５． 1,919 4,556 4,556 4,556 4,556 4,556 4,556 4,556 4,556 4,556 4,556

(D) 409,530 274,737 270,984 248,881 227,782 576,579 467,661 353,651 791,909 651,618 211,904

(E) 188,094 238,537 234,784 212,681 191,582 468,379 381,461 289,451 639,709 527,418 175,704

１． 114,047 119,323 115,724 76,835 120,373 124,523 141,068 149,530 152,337 182,596 175,704

２． 0 45,788 26,439 0 71,209 216,089 159,589 139,921 377,865 224,259 0

３．

４． 74,047 73,426 92,621 135,846 127,767 80,804 109,507 120,563

(F) 188,094 238,537 234,784 212,681 191,582 468,379 381,461 289,451 639,709 527,418 175,704

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 2,091,273 1,978,292 1,869,064 1,781,939 1,715,913 1,733,090 1,727,185 1,703,290 1,769,137 1,807,275 1,757,127

767,722 694,296 601,675 465,829 465,829 338,062 257,258 257,258 147,751 27,188 27,188

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0合 計

Ｒ8

Ｒ8

資 本 的 収 支 分

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

Ｒ12

収 益 的 収 支 分

Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ9 Ｒ10本年度 Ｒ3 Ｒ11

現 金 預 金

Ｒ12本年度 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

計

Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11

0.36 0.36 0.36 0.36 
1.08 0.86 0.64 

1.52 1.24 
0.36 

1.19 1.16 0.77 
1.20 

1.25 1.41 1.50 

1.52 1.83 

1.76 

1.19 1.19 
1.36 0.71 

3.44 

2.40 

1.40 

4.87 

3.45 

2.75 2.71 2.49 2.28 

5.77 

4.68 

3.54 

7.92 

6.52 

2.12 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0資
本
的
収
支
（
億
円
）

（年度）

収入 損益勘定留保資金 その他補塡財源 支出
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（２）目標財務数値の設定を解除し、企業債の借入基準を変更したケースでの試算 

前項までの試算条件で行った経営シミュレーションによると、使用料を令和 6 年度に

30％程度の値上げ、その後の令和 9 年度にさらに 20％程度の値上げが必要という結果

となりました。 

前回のケースでの試算条件は、値上げ率や時期を考慮すると、利用者への負担が多大な

ものとなってしまいます。よって、前回の試算における目標財務数値の設定を解除し、建

設改良費における企業債の借り入れの基準を以下のとおり変更して試算し、改めて収支の

検討を行いました。 

 

 

○管路更新事業費 …… 継続的かつ一定の費用で実施することから、企業債は見込 

まないものとします。 

○水源等更新費   …… 一時的かつ高額な費用で実施することから、企業債を財源 

とし、償還費を償還年まで支払うことで、平準化させる方 

針とします。 

 

以上により算出した企業債の将来予測を以下に示します。 

 

表 5-5-7 資本的収入における企業債の将来予測 

 

 

なお、起債償還金については、既発債分に今後発生する企業債の償還分を加算して計

上します。算出結果を次頁に示します。 

 

表 5-5-8 企業債償還金の将来予測 

 

単位 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

千円 0 0 0 0 360,000 250,000 140,000 580,000 440,000 0

項　目

企業債

項　　目 単位 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

企業債残高 千円 1,952,092 1,816,664 1,703,339 1,611,113 1,890,090 2,057,985 2,120,817 2,626,329 2,993,077 2,920,494

起債元本償還費 千円 139,181 135,428 113,325 92,226 81,023 82,105 77,168 74,489 73,252 72,582

起債利子償還費 千円 29,952 25,588 21,707 19,029 17,180 19,459 20,765 21,094 25,875 29,280

建設改良事業における企業債借り入れ基準の変更 
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図 5-5-4 起債償還費の将来予測 

 

以上の条件を変更し、改めて収支の検討を行います。収支均衡を図るために料金の改

定も考慮し、経営シミュレーションを行いました。次頁に示します。 
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表 5-5-9 試算条件を変更した経営シミュレーション（収益的収支） 

 

 

 

図 5-5-5 試算条件を変更した経営シミュレーション（収益的収支） 

 

シミュレーションの結果、使用料については、令和 6 年度に 7％程度の値上げを行う

ことで、資本的収支における収支ギャップが解消できる結果となっています。 

企業債を浄水場の更新に充当することで、当初条件より、料金値上げ率を大幅に抑え

ることが可能となります。  

千円 457,486 455,250 453,125 450,889 448,653 446,306 443,958 441,610 439,150 436,803

千㎥ 4,092 4,072 4,053 4,033 4,013 3,992 3,971 3,950 3,928 3,907

円/㎥ 111.8 111.8 111.8 111.8 119.6 119.6 119.6 119.6 119.6 119.6

－ 7.0%

円/㎥ 111.8 111.8 111.8 119.6 119.6 119.6 119.6 119.6 119.6 119.6

（単位：千円，％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 504,905 481,822 479,586 477,461 506,683 504,291 501,779 499,268 496,756 494,125 491,613
(1) 468,739 457,486 455,250 453,125 482,347 479,955 477,443 474,932 472,420 469,789 467,277
(2) (B) 11,830
(3) 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336 24,336

２． 27,560 27,488 27,349 27,496 27,610 27,733 27,761 27,223 27,011 26,611 26,663
(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 25,347 25,275 25,136 25,283 25,397 25,520 25,548 25,010 24,798 24,398 24,450
(3) 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213 2,213

(C) 532,465 509,310 506,935 504,957 534,293 532,024 529,540 526,491 523,767 520,736 518,276
１． 430,449 433,570 454,646 523,729 506,191 441,567 454,657 467,386 464,787 494,435 528,083
(1) 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426 31,426

15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648 15,648

15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778 15,778
(2) 259,629 257,546 282,360 349,182 328,995 260,098 256,615 261,420 256,226 256,015 259,110

33,026 38,070 37,884 37,706 37,519 37,333 37,139 36,944 36,750 36,539 36,345
47,678 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384 21,384

178,925 198,092 223,092 290,092 270,092 201,381 198,092 203,092 198,092 198,092 201,381
(3) 139,394 144,598 140,860 143,121 145,770 150,043 166,616 174,540 177,135 206,994 237,547

２． 32,345 29,952 25,588 21,707 19,029 17,180 19,459 20,765 21,094 25,875 29,280
(1) 32,345 29,952 25,588 21,707 19,029 17,180 19,459 20,765 21,094 25,875 29,280
(2)

(D) 462,794 463,522 480,234 545,436 525,220 458,747 474,116 488,151 485,881 520,310 557,363
(E) 69,671 45,788 26,701 △ 40,479 9,073 73,277 55,424 38,340 37,886 426 △ 39,087
(F)
(G) 812
(H) △ 812 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

68,859 45,788 26,701 △ 40,479 9,073 73,277 55,424 38,340 37,886 426 △ 39,087

Ｒ12

営 業 収 益
料 金 収 入
受託工事収益
そ の 他

本年度 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

収 入 計
そ の 他

Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11

営 業 外 収 益

収

益

的

収

入

特 別 損 益 (F)-(G)

材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
そ の 他

収

益

的

収

支

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

Ｒ5

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純損 失） (E)+(H)

料 金 見 直 さ な い 場 合 の 見 通 し 額

有 収 水 量 見 通 し

平 均 単 価

料 金 改 定 率

改 定 後 平 均 単 価

5.1 5.1 5.0
5.3 5.3 5.3 5.3 5.2 5.2 5.2

4.6
4.8

5.5
5.3

4.6
4.7

4.9 4.9

5.2

5.6

0.46 
0.27 

-0.40 

0.09 

0.73 
0.55 

0.38 0.38 

0.00 

-0.39 

0.7

0.3 0.4

1.1

1.7

2.1

2.5 2.5

2.1

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

損
益
（
億
円
）

収
益
的
収
支
（
億
円
）

（年度）

収入 支出（特別損失を含む） 純損益 純損益累計額
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表 5-5-10 試算条件を変更した経営シミュレーション（資本的収支） 

 

 

図 5-5-6 試算条件を変更した経営シミュレーション（収益的収支） 

 

企業債借り入れが多くなり、使用料の値上げを見込むことで、資本的収支のギャップ

を補塡する財源としては、損益勘定留保資金の割合が大きくなります。 

 

以上の結果を勘案し、本計画においては条件を変更した本シミュレーション結果を基

とした投資・財政計画を策定するものとしました。 

（単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

１． 214,200 0 0 0 0 360,000 250,000 140,000 580,000 440,000 0

２．

３． 2,101

４．

５．

６． 4,593 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

７．

８．

９． 542

(A) 221,436 10,000 10,000 10,000 10,000 370,000 260,000 150,000 590,000 450,000 10,000

(B)

(C) 221,436 10,000 10,000 10,000 10,000 370,000 260,000 150,000 590,000 450,000 10,000

１． 268,605 131,000 131,000 131,000 131,000 491,000 381,000 271,000 711,000 571,000 131,000

２． 139,006 139,181 135,428 113,325 92,226 81,023 82,105 77,168 74,489 73,252 72,582

３．

４．

５． 1,919 4,556 4,556 4,556 4,556 4,556 4,556 4,556 4,556 4,556 4,556

(D) 409,530 274,737 270,984 248,881 227,782 576,579 467,661 352,724 790,045 648,808 208,138

(E) 188,094 264,737 260,984 238,881 217,782 206,579 207,661 202,724 200,045 198,808 198,138

１． 114,047 119,323 115,724 77,359 120,373 124,523 141,068 149,530 152,337 182,596 174,010
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（３）投資・財政計画 

計画期間内の収支見通しである投資・財政計画は、投資試算をはじめとする支出と財源

試算により示される収入が均衡した形で策定することとし、策定にあたっては以下の点に

留意しました。 

 

・前項までの検討から経費を算定 

・資本的収支における収入と支出の均衡 

・赤字とならないように現金預金や損益勘定留保資金で賄う 

・補塡財源の不足は、料金改定によって改善していく方針とする 

・企業債については建設改良費のうち、浄水施設に係わる経費にのみ充当 

 

投資・財政計画を次頁より示します。 

 

 

水道料金の見直しについては、本計画の試算をもって直ちに決定するのではなく、

実際の経営状況等を総合的に判断しながら、料金改定率及び時期を含め、審議を経て

方針を決定する予定です。その際には、使用者である住民の皆様にご理解を頂くため

の説明を周知徹底いたします。 

※水道料金の見直しについて 
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 投資・財政計画に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

 

（１） 投資の合理化、経営改善についての検討状況等 

① 計画最終年度（R12）における純損益の赤字の解消に向けた取組について 

最終年度に発生した純損益の赤字は、当該年度の現金預金（積立金）の取り崩しに

より解消する予定です。計画期間以降については、今後の経営戦略の進捗管理及び見

直しの中で、必要な年度における段階的な料金の値上げを検討する予定です。 

② 広域化について 

計画後も検討部会や隣接事業体との交流を通じて、弾力的で発展的な連携を検討し

ていきます。 

③ ⺠間の資金・ノウハウ等の活用（ PPP/PFI 等の導入等） 

包括委託を含めた民間資金活用のあり方を研究し、業務の効率化と経費削減を今後

も図っていきます。 

④ 施設・設備の廃止・統合（ダウンサイジング）・合理化（スペックダウン）につい

て 

令和２～３年度において、浄水場更新基本構想・基本設計の作成を実施していま

す。本業務において、浄水場施設全体更新に向けた具体的施策を多面的に検討し、計

画的な更新に取り組みます。検討の結果、当計画における投資及び財源試算の内容に

大きな影響が生じる場合には、速やかに経営戦略の見直しを実施します。 

 

（２）財源についての検討状況等 

① 料金 

現行の一律の料金体系から、固定費と変動費の割合に適合した、口径別料金の設定

など、将来を見据えた料金体系となるよう、水道利用者への影響を抑制しつつ、事業

実態に応じた料金設定のあり方を検討していきます。 

② 企業債 

水道事業を取り巻く事業環境や今後の債務状況等を勘案し、必要最小限の借入を

実施し、企業債は縮減していく方針です。 

 

（３）投資以外の経費についての検討状況等 

① 委託料 

現況の料金徴収、施設維持管理業務にとどまらず、今後も更に民間活力の導入を検

討し（包括委託など）、業務の更なる効率化を目指します。 

② 動力費 

水需要の減少によって低下する配水量に応じて、必要な更新機器・設備の能力を見

直した上で、効率の良い機器を導入するなど、動力費の削減に努めます。 
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（４）その他の取組についての検討状況 

事業の透明性の確保やサービス向上のため、広報誌やホームページ等を活用した住

民への「見える化」を検討してきます。 
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6 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

経営戦略策定後は、計画に基づいた水道事業経営を実施していきます。今後の社会情勢

によって計画の基礎となる水需要や事業の進捗度合いが変化する可能性があります。水道

事業を取り巻く環境の変化に柔軟に対応すべく、また将来へ向け、より質の高い事業経営

を実践・継続していくため、経営戦略に基づく事業の事後検証・評価を行っていきます。

計画の更新については PDCA サイクルを確立し、5 年程度を目安に見直し・改善を行い、

安定したサービスを継続的に提供する水道経営を実現していきます。 

 

 

 

図 6-1 水道事業経営戦略における PDCA サイクルイメージ 

経営戦略の策定 

経営戦略に基づいた 
水道事業の経営 

事業の進捗を 
管理し評価 

評価結果に基づく 
計画の見直し 

Plan：計画 

Do：実行 

Check：評価  

Action：改善  


